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神奈川県立総合教育センター長期研究員研究報告 17:67～72.2019 

 

日々の指導につなげるコンパクトなケース会議の試み 

－ 特別支援学校・高等学校における実践 － 

 

橋 本 佳 南１ 

 インクルーシブ教育の推進に向けて、児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、適切な指導及び必

要な支援を行うことは不可欠であり、そのためにケース会議の充実が求められている。そこで、多忙な学校

現場において取り組みやすく、日々の指導にいかされるよう、課題の精選や時間の設定等を工夫したコンパ

クトなケース会議を、特別支援学校及び高等学校において実践し、有効性を検証した。 

 
はじめに 

 

 平成24年に中央教育審議会(以下、「中教審」という)

より報告された「共生社会の形成に向けたインクルー

シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進

(報告)」では、「特別支援教育は、共生社会の形成に

向けて、インクルーシブ教育システム構築のために必

要不可欠なもの」であり、「特別支援教育を推進して

いくことは、子ども一人一人の教育的ニーズを把握し、

適切な指導及び支援を行うもの」(中教審 2012）であ

ると示されている。また、平成27年に中教審より示さ

れた「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策

について(答申)」では、「生徒指導上の課題や特別支

援教育の充実等の課題は、限られた子供たちだけの問

題ではないということ」や「教職員が心理や福祉、医

療等の専門家等と連携して、複雑化・困難化した課題

を解決することによって、学級全体、学校全体が落ち

着き、大きな教育的効果につながっていることが多い」

(中教審 2015)と記されている。「子どもの教育的ニ

ーズを共有し、担任一人ではなく複数のメンバーがか

かわってチームでアプローチする上で、ケース会議は

重要なツールとなる」(立花他 2008)とも述べられて

いる。これらのことから、一人ひとりの教育的ニーズ

に適切に対応するためには、ケース会議を積極的に活

用して指導及び支援の方法を検討することが有効であ

り、ケース会議の充実を図ることは、インクルーシブ

教育の推進に欠かせないと考える。 

 ケース会議に関する先行研究では、「早めの気づき、

予防的な支援を実現するために、日常的なケース会議

が有効である」(立花他 2009)と指摘されている。ま

た、「ケース会議が情報の共有のみで終わってしまわ

ないように進め方を構造化することや、時間の短縮を

図ること」(椎野他 2016)が課題として挙げられ、効

率的な進め方については、学校の実情に応じて工夫が

必要であると述べられている。なお、三田地は、よい

会議とは、「効果的に時間を使って」「何らかの成果

物(アウトプット)を出し」かつ「複数の人が集まった

意味がある」(三田地 2007)ことだと定義している。 

これらのことから、学校現場において、関係機関等

が参加する拡大ケース会議はもとより、日常的なケー

ス会議の工夫が特に求められていると考える。特別支

援学校では、日常的に子どもの支援について話し合わ

れているが、困りの共有で終わることも多い。また、

高等学校(以下、「高校」という)は、通級による指導

が導入されるなど、多様な教育的ニーズのある子ども

たちへの支援が進み、より一層チームで支援すること

が求められており、ケース会議の充実を図る必要があ

ると考える。そこで本研究では、特別支援学校及び高

校を対象として日々の指導につなげるコンパクトなケ

ース会議の実践を行う。なお、本研究において、コン

パクトとは、検討課題を精選し、時間や人数を制約す

ることと定義する。また、ケース会議とは、２人以上

で、時間を設定して児童・生徒の支援について話し合

うことと定義する。 

 

研究の目的 

 

特別支援学校及び高校において、運営ツールを用い、

課題の精選や時間の設定等を工夫したコンパクトなケ

ース会議の有効性を検証する。 

 

研究の内容 

 

１ 事前調査 

(1) 目的 

 教職員のケース会議に関する意識を把握する。 

(2) 期間 

 平成30年７月から８月 

(3) 方法等 

 Ａ特別支援学校知的障害教育部門小学部教職員41

名及びＢ高校全日制普通科教職員57名を対象に、自記

式の多肢選択及び自由記述の質問紙調査を行った。全
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項目に回答があるものを有効とし、有効回答率は特別

支援学校41名(100.0％)、高校55名(96.5％)であった。 

(4) 結果と考察 

 ケース会議に参加して課題と感じることについての

回答は、Ａ特別支援学校、Ｂ高校ともに「多忙な中ケ

ース会議を開く時間がないこと」「会議が長時間にな

ること」が多く挙げられ、Ａ特別支援学校においては、

「事前準備として、いろいろなメンバーと日程をあわ

せることが難しいこと」など、「時間」に関すること

が上位の課題として挙げられた。また、「会議中に情

報共有のみで終わること」「明日から実行できるよう

な具体的な手立てが決まらないこと」などの「支援方

針・支援策の具体化」に関する課題が次に多い項目で

あった。さらに、Ｂ高校において、ケース会議で話し

合われたことの共有に関する回答は、「学年会や教科

会で報告している」「各自でメモをして、それを記録

としている」の二項目が多く、学年会や教科会で共有

されているものの、記録については、個人のメモにと

どまることが多い現状がうかがわれた。 

 また、本県では、個別の指導計画の内容を含む個別

教育計画の作成に取り組んでいる。Ａ特別支援学校は、

「今後ケース会議に個別教育計画を活用していきたい

か」という質問に対して、おおむね肯定的な回答が多

かった。Ｂ高校において、個別教育計画の作成は進ん

でいないが、「今後個別教育計画を作成するとどのよ

うなメリットがあると思うか」という質問に対して、

指導目標・方針が明確になったり、引継ぎ資料になっ

たりすることが主なメリットとして考えられているこ

とがわかった。 

 ケース会議に期待することとしては、Ａ特別支援学

校、Ｂ高校ともに「情報や状況の共有ができる」「多

くのアイデアから、具体的な支援策が検討できる」「教

員間で児童・生徒への支援方法が一致する」が多く挙

げられた。 

これらの結果から、「時間」に関する課題の解消を

図りつつ、ケース会議に期待することを具現化する必

要があることが明らかになった。 

 

２ 研究の仮説 

 運営ツールを用いて、コンパクトなケース会議に取

り組むことで、「指導方針・具体的な支援の手立て・

役割分担が明確化され、日々の指導につながりやすく

なる」。また、「ケース会議において個別教育計画を

活用することで、日々の指導と連動しやすくなる」と

いう２点の仮説を立てた。 

 

３ 研究の手立て 

(1) 運営ツールの作成 

 コンパクトなケース会議を効果的に行うために、「準

備シート」「ケース会議の流れ」「ホワイトボード記

録例」を運営ツールとして作成した。 

ア 準備シート 

ケース会議参加者が対象の児童・生徒理解の土台を

一致させたり、検討課題を明確にしたりするために準

備シートを作成した(第１図)。  

 

    第１図 準備シート(特別支援学校版) 

「気になること」「今日の検討課題」「すでに行っ

ている支援」「良いところ」の項目に沿って、簡潔に

記入することで、事前に検討課題や情報を整理できる

と考えた。特別支援学校及び高校に向けた２種類のシ

ートを作成した。特別支援学校は、「すでに行ってい

る支援」の項目の中に、個別教育計画から重点目標や

目標・支援の手立てを転記することとした。高校は、

教科によって担当が異なり、生徒理解の土台をより一

致させる必要があると考え、家庭状況や関係機関情報

などを書き込める「その他」の項目を作成した。 

イ ケース会議の流れ 

会議を円滑に進めるために、運営方法や参加者の役

割分担、司会や記録の配慮点を示したケース会議の流

れを作成した(第２図)。 

 
  第２図 ケース会議の流れ(特別支援学校版) 

時間内に記録を完成できるように、デジタルカメラ

でホワイトボードを撮影し、記録とすることにした。

準備の時間等も含めて、学校現場で会議として設定さ

れやすい45分から60分程度に収めたいことと、情報交
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換や支援策の検討、まとめを行うために適当な時間配

分を考え、30分を会議当日の時間設定とした。 

ウ ホワイトボード記録例 

 話題が拡散せずに、限られた時間の中で話合いが深

められ、検討課題や話合いの内容を可視化するよう、

ホワイトボード記録例を作成した(第３図)。 

 
第３図 ホワイトボード記録例(特別支援学校・高校    

    共通版) 

会議前に、準備シートから「良いところ」「すでに

行っている支援」など、一部を転記しておく。「対象

者」「検討課題」「日付」「参加者」をホワイトボー

ドに明記することで、ホワイトボードの写真をそのま

ま記録として活用することができるようにした。支援

策の検討は、①実態・検討課題の要因、②目指す姿(支

援の方針)、③目標(スモールステップ)、④場面、⑤な

にをだれがいつからいつまで、⑥評価(目標・手立ての

見直し)の順に行い、最後に、優先的に取り組むことを

確認してペンで囲み、写真を撮り、必要な部分を個別

教育計画にメモをすることとした。 

(2) 検証調査(コンパクトなケース会議の実践) 

ア 期間 

 平成30年９月から10月 

イ 調査内容 

Ａ特別支援学校小学部３ケースと、Ｂ高校１ケース

の計４ケースについて、コンパクトなケース会議を実

践した。 

(3) 事後調査 

ア 目的 

 コンパクトなケース会議の成果と課題を把握する。 

イ 期間 

 平成30年10月から11月 

ウ 方法等 

 Ａ特別支援学校ケース会議参加者12名を対象に、自

記式の多肢選択及び自由記述の質問紙調査を行い、あ

わせて、自立活動担当教諭(専門職)(以下、「専門職」

という)と２つのケース会議を参観した学部リーダー

を対象にインタビュー調査を行った。Ｂ高校ケース会

議参加者８名には、検証調査終了後にグループインタ

ビュー調査を行った。さらに、成果と課題をより丁寧

に把握するため、後日、教育相談コーディネーター(以

下、「ＣＯ」という)１名と担任を対象に個別インタビ

ュー調査を行った。 

４ 検証調査の内容 

(1) Ａ特別支援学校 

特別支援学校においてＣＯは拡大ケース会議を運営

することが多い。今回は日常的なケース会議をより機

動的に行うため、運営は学年リーダーが行った。 

ア 事前の準備 

担任は準備シートを記入し、学年リーダーに提出す

る。学年リーダーは、気になることから検討課題を精

選し、専門職と共有する。また、日程及びメンバー、

司会、記録の調整を行う。 

【ケース１】 

検討課題：朝の支度をスムーズに行う 

参加者：担任２名、学年教員２名、専門職１名 計５名 

【ケース２】 

検討課題：気持ちの切り替え 

参加者：担任２名、学年教員４名、専門職１名 計７名 

【ケース３】 

検討課題：正しい姿勢で活動に取り組む 

参加者：担任３名、学年教員３名、専門職１名 計７名 

イ 当日の流れ 

 いずれのケースも、司会はそれぞれの学年リーダー、

記録は学年の教員が行った。 

 ケース１では、実態を把握する中で、覚醒度という

新たな視点が見いだされ、目標の設定に進み、30分間

で具体的な支援策まで確認された。終了後に、担任か

ら、「新たな視点が入って良かった」という感想が聞

かれた。また、ホワイトボードに記録していくスペー

スが十分ではなかったため、事前に転記する内容やス

ペースの取り方の工夫が課題として挙げられた。 

 ケース２では、学年全員で行う具体的な支援策の検

討が深まった。しかしながら、記録者が発言の記録に

迷っている間に検討が進むなど、発言の効果的な記録

の仕方に課題が見られた。終了後に、記録者から、「精

査して書くところで迷った部分があった」「今話して

いることは目標ではなく、手立てなのではないかと思

って迷い、先に進んでしまって書けなかった部分があ

った」という感想が聞かれた。 

ケース３では、「椅子に座るとあぐらをかく児童が、

正しい姿勢で活動に取り組むにはどうしたらよいか」

という内容であった。実態の共有場面では、足を深く

組んでいるということに対して、「感覚への過敏さが

あり、本児にとっての心地よい刺激を求めることから

足を組む」という見立てで一致した。30分間で支援策

の見直しの時期まで話を進めることができた。終了後

に、司会者から、「順番があるので進めやすかった」

という感想が聞かれた。記録者からは、「司会が今の

話はどこに書くところなのか整理してくれて書きやす

かった」「ホワイトボードの項目や進め方の意図を確

認してから始まったので、話合いの中でもみんなで意

識してできた。何を書くところなのか認識するのは大
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事」という意見が挙げられた。 

ウ 考察 

 ３ケースとも、話題が拡散することなく、課題に即

した検討を行うことができ、方針の一致も図られ、想

定した時間内で役割分担まで決めることができた。こ

れは、ホワイトボードを使って可視化したことにより、

児童の実態やこれまでの手立てを見直すことができた

ためだと考える。参加者からは、ホワイトボードへの

記録の仕方や時間配分が課題として挙げられた。しか

し、記録者が、一人で悩まず声を挙げ、参加者同士で

確認することで改善されると考える。また、個別教育

計画へのメモは、時間的には可能であったが、後期個

別教育計画作成日に合わせて後日行われた。 

(2) Ｂ高校 

ア 事前の準備 

 ＣＯは、担任と確認しながら準備シートを記入し、

検討課題を精選した。メンバーは、担任や副担任の他

に、対象生徒と日頃関わりのある養護教諭やスクール

ソーシャルワーカー(以下、「ＳＳＷ」という)をメン

バーに加えることにした。ＣＯは、日時及び場所、司

会、記録を決定し、メンバーへの周知を行った。 

【ケース４】 

検討課題：言葉が上手く出ない場面での支援 

参加者：担任１名、副担任２名、養護教諭２名、 

ＳＳＷ１名、ＣＯ２名 計８名 

イ 当日の流れ 

 司会と記録は、２名のＣＯが分担して行った。 

 ケース４では、実態や検討課題の要因を挙げること

に時間を要したが、30分間で役割分担が決められ、見

直しの時期まで話し合われた。ケース会議直後に感想

を共有する中で、ＳＳＷや養護教諭からは、「生徒が

場面ごとに表している様子がずいぶん違うのだなと改

めて思った」「オープンな話合いをすることは、その

子を理解するのによかったと思う」「項目があってわ

かりやすい」という感想が聞かれた。また、記録を担

当した教員からは、「どれくらいの量になるかわから

なかった。実態が２列になるとは思わなかった。30分

でやると２列くらいになるのですね。そのスペースを

確保していないとこんな形になってしまう」など、次

回のケース会議を見通した意見が挙げられた。 

ウ 考察 

成果として、30分間で具体的な支援策が決まったこ

とや、記録の確認を行いながら進めたことで、記録者

が迷うことなく、話合いも記録も整理されたことが挙

げられた。ＳＳＷや養護教諭からの感想は、少人数で

行うことで一人ひとりが意見を出しやすいことや、ホ

ワイトボードを使用し、項目に沿って話題が焦点化さ

れたことで、生徒理解が深まったことを実感されて出

された感想ではないかと考える。課題としては、Ａ特

別支援学校と同様に、時間配分とホワイトボード記録

の見通しなどが挙げられた。 

(3) 検証調査の考察 

 ４つの実践を通して、共通する成果としては、30分・

少人数という設定にしたことと、検討課題を事前に精

選したことで、話題が拡散することなく、短時間で具

体的な支援の手立てや役割分担まで決められたことが

挙げられる。課題は、ホワイトボードに記録するため

のキーワードの取り上げ方や、検討課題にあった柔軟

な時間配分であることが明らかになった。 

 特別支援学校は、日頃からチーム・ティーチングが

基本であることから、実態の共有にはさほど時間がか

からない。一方で、目標や手立ての共有や優先事項の

すりあわせに時間がかかる傾向が見られた。また、ホ

ワイトボードを囲んで話合うことや学年教員や専門職

が入ることにより、児童・生徒の支援方針を客観的・

多面的に見る場になり、支援方針の一致につながりや

すくなったと考える。 

 高校は、教科担任制であるため、場面によって生徒

の見せる姿が違うことから、実態の把握に時間がかか

るが、実態の共有ができると、その後の目標や支援策

はスムーズに意見が出された。ホワイトボードに書き

出すことで、共有がより図られ、生徒の全体像を把握

できる場になったと考えられる。 

 このような特別支援学校と高校それぞれのケース会

議の特徴は、時間や人数を制約し、検討課題を精選し

たことにより、浮き彫りになったのではないかと考え

られる。課題となるホワイトボード記録については、

項目の意図を参加者全員で確認しながら進めることで、

記録の取り方がスムーズになる様子が見られたため、

項目の意図の共有と形式への慣れなどによって解消さ

れると推測される。 

 

５ 事後調査の結果及び考察 

(1) 形式について 

ア 時間 

Ａ特別支援学校では、当初30分では足りないと思わ

れていたが、実践後には、「短い時間で要点がまとま

る」「ポイントが定まる」「言い残しがあるというこ

ともなく、終われる時間だった」という意見が挙がっ

た。Ｂ高校からは、「ちょうどよい」「妥当であった。

30分ケース会議をして、残りの30分でケース会議で話

し合われたことを教科担任に伝えに行ったり、行動に

起こせたりする」などの意見が挙がった。30分の中で

実態が把握され、実態を踏まえた支援の検討が進み、

その支援が実行されたことによって児童・生徒の変容

が見られ始めている。このことから、日常的な課題に

対する支援策の検討は、時間を制約したコンパクトな

ケース会議においても十分に行えるといえる。一方で、

「考え、議論する時間が少し短く感じる」という意見

も挙げられた。検討課題やケースを取り巻く状況によ
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っては時間を要することもあるため、そうした場合に

は必要に応じた柔軟な時間設定が望まれる。 

イ メンバー構成と人数 

 Ａ特別支援学校からは、「子どものことをよくわか

っているメンバーで、基礎情報がある上で、実態部分

が確認程度ですみ、具体的な手立てにすぐに入れるの

が良い」「ケース会議をやることで、意思疎通や共通

理解ができる」「クラスの教員主体でケース会議が開

かれて、具体的な支援方法まで話が進んだのが良い」、

Ｂ高校からは、「人数も絞られていて、話が拡散しな

かったのは良かった」「最初の入りとしては、情報を

まとめるのにはすごく良かった」という感想が聞かれ

た。一方で、「ケースの内容やメンバーにもよる気が

する」という意見が挙げられた。このことから、担任

や学年を中心に行うことで意思疎通や共通理解のでき

る場になり、少人数で行うことで、話題が拡散しにく

いという良さがあることがわかる。しかしながら、ケ

ースの内容やメンバーによってケース会議の進行具合

が変わることもあると考えられる。 

ウ 司会及び記録 

Ａ特別支援学校からは、「司会も記録も慣れの違い

があると思う」「今回は、学年リーダーが司会をした

のがよかった。その子のことや全体のこともわかる」

「みんなが慣れるとケース会議もしやすくなる」、Ｂ

高校からは、「項目がはっきりしていて、どこに話を

落としていけば収まるかが見えやすくてやりやすい」

「記録がいかに書けるかが重要になってくると感じた」

という意見が挙がった。このことから、司会に関して

は、学年リーダーなど、参加者全体を知っている人が

行うことや、ホワイトボードの項目があることが、円

滑にケース会議を進めるポイントであると推察される。

記録に関しては、記入のポイントを共有しておくこと

が必要であり、記録の慣れや子ども理解、支援に関す

る知識も重要になってくるということがわかった。 

エ ホワイトボード記録の項目 

Ａ特別支援学校からは、「何について話しているか

をみんなが頭においた上で話合いを進められる」、Ｂ

高校からは、「項目がはっきりしていた」「話が脱線

した後も修正がしやすい」という意見が挙げられた。

一方で、「実態の要因がうまくおさえられるかどうか

によって、話の方向性、支援の方向性が全然違うとこ

ろにいくのだと感じた」「色分けなど場面ごとに線を

引いて区切るとわかりやすそう」という意見が挙げら

れた。このことから、項目は適切であったが、話合い

をより充実させるために、ポイントとなる項目の強調

や色分けの工夫などが考えられる。 

(2) 内容について 

ア 検討課題の精選 

Ａ特別支援学校からは、「検討課題の精選を準備シ

ートで行ったのはすごく良い。ケース会議当日に具体

的なところに向かえた」という感想が聞かれた。Ｂ高

校からは、「検討課題をしぼることは大事だと感じた。

他の事前情報をどう精査していくかももう少しあって

も良い」という意見が挙がった。一方で、「少しもっ

たいなかったケースがあった。限定をしたがゆえに、

一端だけで終わってしまう」という意見も挙がった。

これらのことから、今回の準備シートを使用し、事前

に検討課題を精選していくことで、話題が拡散しない

ことや会議当日の時間の短縮につながるという良さが

あった。一方で、検討課題を精選する際には、児童・

生徒の全体像を考えながら吟味することで、より教育

的ニーズに沿った検討課題が設定されると推察される。 

イ 手立てや役割分担の明確化 

Ａ特別支援学校からは、「形があることでうまくい

くのだと感じた」「学年全体で指導ができた」という

感想が聞かれた。事後アンケート調査においても、「コ

ンパクトなケース会議に課題と感じること」の質問で

「役割分担が不明確」という項目への回答はなかった。

Ｂ高校からは、「少し足りなかった。実態や要因を抽

出するのに20分使っていた」「本人も変化があって、

効果があった」という意見が挙げられた。これらのこ

とから、時間配分に課題が残ったものの、ケース会議

参加者は、手立てや役割分担まで確認することができ

たと実感していることがわかった。 

ウ 個別教育計画の活用 

Ａ特別支援学校では、「事前準備で個別教育計画を

確認したことは検討の際に有効であったか」という質

問に対して、「保護者に伝えやすい」「これまでの経

緯や家庭の状況などを共有した上で話し合える」など、

家庭との連携を考える上で、有効であると感じている

ことが読み取れた。一方で、「個別教育計画に記載さ

れていない事項が協議内容になることがある」といっ

た意見もあり、その場合の個別教育計画との連動は、

今後工夫の余地があると考える。「事後に個別教育計

画に反映したことで、日々の指導につながると感じた

か」という質問に対しては、「家庭も含めて、みんな

で共有できる」「学年全体として指導できる」「学年

連携が強くなった」など、連携することへのメリット

が挙げられていた。Ｂ高校においては、生徒の実態に

応じた検討が行われ、「小さな目標の中で具体的な支

援策や役割分担が決めやすくなる」という意見が挙が

った。Ｂ高校の実践において、個別教育計画の作成は

行っていないが、本実践のような個別教育計画の重要

な項目を用いた検討の積み重ねが、今後の個別教育計

画の作成時にいかされるのではないかと推察される。 

(3) 児童・生徒の変容 

一部のケースは、本実践において決められた見直し

日には至っていないが、手立てや役割が明確化し、検

討された支援策が実際に行われたことで、Ａ特別支援

学校、Ｂ高校ともに児童・生徒の変容が見られつつあ
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るという声が複数聞かれている。 

 

研究のまとめ 

 

１ 成果と課題 

 運営ツールを用いて、検討課題を精選し、時間や人

数を制約したコンパクトなケース会議を行うことによ

り、話題が拡散することなく、短時間で具体的な支援

の手立てや役割分担まで決められた。前述の三田地が

定義する、よい会議の要素を満たしていると考えられ

る。ケース会議の中で検討された支援策が、日々の指

導の中で実践され、児童・生徒の変容も見られつつあ

る。これらのことから、コンパクトなケース会議は有

効な取組であったといえる。コンパクトなケース会議

ながら、十分な検討を行うことができたのは、「準備

シート」「ケース会議の流れ」「ホワイトボード記録

例」の運営ツールの工夫によるところが大きい。各校

の実状に応じて、運営を工夫していくことが望まれる。 

検証調査後には、Ａ特別支援学校からは、「30分な

ら学年会でもできそう」、Ｂ高校からは、「ケース会

議日を設けてやってみたい」という意見も挙がった。

このことから、コンパクトなケース会議は、多忙な学

校現場において取り組みやすく、より良いチーム支援

につながるケース会議の一つの形であるといえる。 

本実践において、ケース会議における個別教育計画

の活用は十分には至らなかった。Ａ特別支援学校では、

事前の準備においてはいかされたが、事後の書面への

反映においては課題が残った。反映の仕方も含めて、

日常的なケース会議と個別教育計画のより一層の連動

を図るための工夫が必要であると考えられる。Ｂ高校

では、現状として個別教育計画を作成していないため、

個別教育計画につながるという実感を教員が持つまで

には至らなかった。今後、個別教育計画の作成及び活

用につながることを目指して、個別教育計画の重要な

項目を用いた本実践のような積み重ねや、各項目の意

図の理解を深めていくことが望まれる。 

また、今回の検証調査は、特別支援学校小学部３ケ

ース、高校１ケースを対象とした。特別支援学校の中

学部、高等部のケースや高校における他のケースなど、

多くのケースにおいて、実践や検証が必要である。 

 

２ 今後の展望 

本研究では、日常的なケース会議に焦点を当てて検

証調査を行ったが、関係機関等が参加する拡大ケース

会議においても、検討課題の精選や事前の準備、進め

方の視点など、いかせる部分があると感じている。今

後は関係機関等が参加する拡大ケース会議においても

有効な視点を考えていきたい。また、コンパクトなケ

ース会議を積み重ねることで多くの教職員に日常的な

支援の力がつき、より困難なケースに対応する力につ

ながると考える。これらのことが校種によらず有効で

あることを検証していきたい。 

 

おわりに 

 

 本研究のように日常的なケース会議への取組を積み

重ねていくことが、予防的な支援や迅速にチームで対

応する力の向上につながり、児童・生徒を支える校内

体制を確立していくと考えられる。本研究がケース会

議の更なる充実を図るための一助となれば幸いである。 

 最後にご多忙の中、本研究に協力していただいたＡ

特別支援学校及びＢ高校教職員の皆様に深く感謝を申

し上げる。 
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